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２０１０年１０月５日 

日 本 銀 行 

「包括的な金融緩和政策」の実施について 

１．日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、金融緩和を一段と

強力に推進するため、以下の３つの措置からなる包括的な金融緩和政策を実施する

こととした。 

（１）金利誘導目標の変更（全員一致（注１）） 

無担保コールレート（オーバーナイト物）を、０～０.１％程度で推移するよ

う促す（注２）（公表後直ちに実施）。（別添１） 

（２）「中長期的な物価安定の理解」に基づく時間軸の明確化 

日本銀行は、「中長期的な物価安定の理解」（注３）に基づき、物価の安定が展

望できる情勢になったと判断するまで、実質ゼロ金利政策を継続していく。ただ

し、金融面での不均衡の蓄積を含めたリスク要因を点検し、問題が生じていない

ことを条件とする。 

（３）資産買入等の基金の創設 

国債、ＣＰ、社債、指数連動型上場投資信託（ＥＴＦ）、不動産投資信託   

（Ｊ－ＲＥＩＴ）など多様な金融資産の買入れと固定金利方式・共通担保資金供

給オペレーションを行うため、臨時の措置として、バランスシート上に基金を創

設することを検討する（注４）（別添２）。このため、議長は、執行部に対し、資産

買入等の基金の創設について具体的な検討を行い、改めて金融政策決定会合に報

告するよう指示した。 

                                                  
（注１） 賛成：白川委員、山口委員、西村委員、須田委員、野田委員、中村委員、亀崎委員、宮尾委員、森本委員。 

反対：なし。 
（注２） 補完当座預金制度の適用利率、固定金利方式・共通担保資金供給オペレーションの貸付利率および成長基

盤強化を支援するための資金供給の貸付利率は、引き続き、０.１％である。 
（注３） 「消費者物価指数の前年比で２％以下のプラスの領域にあり、委員の大勢は１％程度を中心と考えている。」 
（注４） 須田委員は、本文中、資産買入等の基金の創設を検討するに際し、買入対象資産として、国債を検討対象

とすることについて、反対した。 
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２．わが国の景気は、緩やかに回復しつつあるものの、海外経済の減速や為替円高に

よる企業マインド面への影響などを背景に、改善の動きが弱まっている。次回会合

の展望レポートで詳しく点検することになるが、先行きは、需要刺激策の効果の減

衰などから景気改善テンポの鈍化した状況がしばらく続いた後、緩やかな回復経路

に復していくとみられる。７月中間評価で示した見通しと比べると、成長率は下振

れて推移する可能性が高い。また、米国経済を中心とする不確実性の強い状況が続

くもとで、景気の下振れリスクには、なお注意が必要である。物価面では、消費者

物価（除く生鮮食品）の前年比の下落幅は縮小傾向を維持しているものの、今後、

景気の下振れなど実体経済活動の動きが物価面に影響を与える可能性には、注意が

必要である。以上を踏まえると、わが国経済が物価安定のもとでの持続的成長経路

に復する時期は、後ずれする可能性が強まっている。 

３．このような情勢判断を踏まえ、日本銀行は、以下のとおり、金融緩和を一段と強

力に推進することが必要と判断した。 

第１に、実質ゼロ金利政策を採用していることを明確化することとした。 

第２に、物価の安定が展望できる情勢になったと判断するまで、実質ゼロ金利政

策を継続するとともに、その際の判断基準が「中長期的な物価安定の理解」である

ことを確認した。 

第３に、短期金利の低下余地が限界的となっている状況を踏まえ、金融緩和を一

段と強力に推進するために、長めの市場金利の低下と各種リスク・プレミアムの縮

小を促していくこととした。こうした措置は、中央銀行にとって異例の措置であり、

特に、リスク・プレミアムの縮小を促すための金融資産の買入れは、異例性が強い。

この点を明確にしたうえで、市場金利やリスク・プレミアムに幅広く働きかけるた

めに、バランスシート上に基金を創設し、多様な金融資産の買入れ、およびこれと

同じ目的を有する固定金利方式・共通担保資金供給オペレーションを行うことが適

当と判断した。このうち、基金による長期国債の買入れは、現行の長期国債買入と

は異なる目的のもとで、臨時の措置として行うものである。このため、基金による

買入れにより保有する長期国債は、銀行券発行残高を上限に買入れる長期国債と区

分のうえ、異なる取り扱いとする。 

４．日本銀行は、今後とも、先行きの経済・物価動向を注意深く点検したうえで、中

央銀行として、適切に政策対応を行っていく方針である。 

 

以   上 
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（別添 １） 

 

2010 年 10 月５日 

日 本 銀 行 

 

 

 

当面の金融政策運営について 

 

 

日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定

会合までの金融市場調節方針を以下のとおりとし、公表後直ちに実施することを決

定した（全員一致（注））。 

 

無担保コールレート（オーバーナイト物）を、０～０.１％程度で

推移するよう促す。 

 

 

以  上 

 

                                                  
（注）賛成：白川委員、山口委員、西村委員、須田委員、野田委員、中村委員、亀崎委員、宮尾委員、

森本委員。 
反対：なし。 
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（別添 ２） 

 

「資産買入等の基金」について 

 

 

１． 買入対象資産等 

資産買入れの対象としては、長期国債、国庫短期証券、コマーシャル・ぺ

－パー（ＣＰ）、資産担保コマーシャル・ペーパー（ＡＢＣＰ）、社債、指数

連動型上場投資信託（ＥＴＦ）、不動産投資信託（Ｊ－ＲＥＩＴ）について検

討する。 

 資産買入れ以外の資金供給の方法としては、固定金利方式・共通担保資金

供給オペレーションを行う。 

── 指数連動型上場投資信託、不動産投資信託については、日銀法上の認

可取得を条件とする。 

 

２． 基金の規模 

① 基金の規模は、買入資産（５兆円程度）と、固定金利方式・共通担保資

金供給オペレーション（３０兆円程度）を合わせ、３５兆円程度とする

ことを軸に検討する。 

② 買入資産については、買入れの開始から１年後を目途に、長期国債およ

び国庫短期証券は合計３.５兆円程度、ＣＰ、ＡＢＣＰおよび社債は合計

１兆円程度、総計の残高が５兆円程度となるよう買入れを進めることを

軸に検討する。 

 

３． 買入条件等 

① 買入条件・方法は、長めの市場金利低下と各種リスク・プレミアムの縮

小を促す観点から、今後検討する。 

② 買入れる長期国債、社債は残存期間１～２年程度を対象とする。 

 

以  上 



（参考） 

 

・開催時間――10 月 4 日（月）14:00～16:18 

10 月 5 日（火） 8:59～13:33 

 

・出席委員――議長 白川 方明  （総裁） 

 

山口 秀   （副総裁） 

 

西村 淸彦  （副総裁） 

 

須田 美矢子（審議委員） 

 

野田 忠男  （  〃  ） 

 

中村 清次   (  〃  ） 

 

亀崎 英敏  （  〃  ） 

 

宮尾 龍蔵 （  〃  ） 

 

森本 宜久 （  〃  ）   

 

  上記のほか、 

 10 月 4 日 

    木下康司 財務省大臣官房総括審議官（14:00～16:18） 

 梅溪健児  内閣府政策統括官（経済財政運営担当）（14:00～16:18） 

 

 10 月 5 日 

    櫻井充  財務副大臣（8:59～13:20､13:27～13:33） 

    和田隆志 内閣府大臣政務官（8:59～13:20､13:27～13:33） 

 が出席。 

 

・金融経済月報の公表日時――10 月 6 日（水）14:00 

 

・議事要旨の公表日時――11 月 2 日（火）8:50 

以  上 




